
  

川崎市高齢者虐待防止事業実施要綱 

 

平成１９年４月１日付１９川健高事第１２４号健康福祉局長専決 

最終改正 令和６年１２月１８日付６川健地推第１２２３号健康福祉局長専決 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この要綱は、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に

関する法律」（平成１７年法律第１２４号。以下「高齢者虐待防止法」とい

う。）に基づき、高齢者に対する虐待防止及び早期対応を図るため、高齢者

本人や家族等からの相談を受けるとともに、高齢者虐待に関する知識の普及

・啓発等を行い、高齢者及びその家族等が、安心して生活できるような地域

環境の整備を行うことを目的とする。 

（事業内容） 

第２条 事業の内容は、次のとおりとする。 

(１) 高齢者虐待に関する知識等の普及啓発事業 

(２) 高齢者虐待に関する相談事業 

(３) 養護者による在宅高齢者の虐待事例についての対応 

(４) 養介護施設従事者等による虐待事例についての対応 

(５) その他 

第２章 養護者による在宅高齢者の虐待の対応 

（相談窓口、通報・届出窓口） 

第３条 前条第２号に掲げる相談事業は、区役所地域みまもり支援センター（

福祉事務所・保健所支所）高齢・障害課又は地域包括支援センターにおいて



  

行うものとする。 

２ 高齢者虐待防止法第７条による在宅高齢者の虐待についての通報・届出窓

口は、区役所地域みまもり支援センター（福祉事務所・保健所支所）高齢・

障害課とする。 

（緊急性の判断） 

第４条 前条第２項による通報・届出がなされたときに、区役所地域みまもり

支援センター（福祉事務所・保健所支所）所長は、以下に掲げる者のうち必

要と認める者に、第１号様式に基づいたリスクアセスメントを実施させ、「

生命又は身体に重大な危険が生じる恐れがある」状況かどうかを判断するも

のとする。 

(１) 高齢・障害課長、高齢・障害課担当課長〔高齢・障害第２〕 

(２) 高齢者支援係長、高齢・障害課担当係長〔高齢者支援第１〕、高齢・

障害課担当係長〔高齢者支援第２〕 

(３) 高齢者支援係職員、高齢者支援第１担当職員、高齢者支援第２担当職

員 

(４) 障害者支援係長又は障害者支援係職員、高齢・障害課担当係長〔障害

者支援第１〕又は障害者支援第１担当職員、高齢・障害課担当係長〔障

害者支援第２〕又は障害者支援第２担当職員 

(５) 生活保護、地域保健担当部署等の担当者 

(６) その他 

２ 前項の緊急性の判断により、危険と判断した場合は、区役所地域みまもり

支援センター（福祉事務所・保健所支所）高齢・障害課は、必要に応じ、高

齢者虐待防止法第１１条により、被虐待高齢者宅への立入調査を行うなど、

状況の把握をするものとする。 



  

３ 高齢者虐待防止法第１１条に基づき立入調査権を行使する際は、第２号様

式の立入調査票を携帯することとする。 

４ 高齢者虐待防止法第１１条に基づき立入調査権を行使する際は、必要に応

じて、第３号様式により、警察に協力依頼を行うものとする。 

（ネットワーク・ミーティングの開催） 

第５条 前条により、早急に「生命又は身体に重大な危険が生じる恐れがある

」ケースとまではいえず、虐待が疑われるようなケースについては、必要に

応じ、なるべく早期に、区役所地域みまもり支援センター（福祉事務所・保

健所支所）高齢・障害課が事務局となり、次に掲げる者のうち、区役所地域

みまもり支援センター（福祉事務所・保健所支所）所長が必要と認める者に

より、「ネットワーク・ミーティング」の開催に努めるものとする。 

(１) 区役所高齢・障害課 

(２) 地域包括支援センター職員 

(３) 介護支援専門員 

(４) その他 

２ 前項に基づき、開催するネットワーク・ミーティングにおいては、情報の

共有に努め、処遇方針を検討するとともに、その役割分担を行うなど、今後

の対応の円滑な実施に向けた検討を行うものとする。 

３ ネットワーク・ミーティングで決定された処遇方針、役割分担について、

定期的に、情報交換やモニタリングを実施し、必要に応じて、処遇方針につ

いて再検討を行うものとする。 

４ ネットワーク・ミーティングにおいては、生命・身体の保護に必要なケー

スで本人の同意を得ることが困難であるかどうかを事務局で判断し、必要に

応じて、個人情報を会議資料として提供することとする。ただし、会議終了



  

後、適宜、事務局で回収することとし、会議において知り得た個人の情報に

ついては、他に漏らさないものとする。 

（処遇の検討） 

第６条 高齢者虐待に係る処遇について、次に掲げる方策を例に、様々な角度

から検討を行い、処遇方針を立てるものとする。 

(１) 介護サービス、福祉サービスの利用 

(２) 病院への入院、老人福祉施設への入所 

(３) 家族への支援、家族間の調整 

(４) 成年後見制度、日常生活自立支援事業の活用 

第３章 養介護施設従事者等による高齢者虐待の対応 

（通報及び調査） 

第７条 高齢者虐待防止法第２１条による通報窓口は、健康福祉局長寿社会部

高齢者事業推進課（以下「高齢者事業推進課」という。）とする。 

２ 前項により通報を受けた高齢者事業推進課は、養介護施設等の協力のもと

、当該通報に係る事実確認等の調査を行い、迅速かつ適切な対応を講じるも

のとする。 

（権限の行使） 

第８条 高齢者事業推進課は、前条による通報に基づき、養介護施設従事者等

による高齢者虐待の事実を確認した場合は、関係機関と連携のうえ、老人福

祉法（昭和３８年法律第１３３号）及び介護保険法（平成９年法律第１２３

号）の規定による必要な権限を行使する。 

第４章 雑則 

（その他の事項） 

第９条 この要綱の施行について必要な事項は、健康福祉局長が別に定める。 



  

附 則 

この要綱は、平成１９年４月１日より施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年４月１日より施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年４月１日より施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年１０月１日より施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２５年４月１日より施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２６年４月１日より施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日より施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日より施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年１０月１日より施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年１月１日より施行する。 

 












